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原子力潜水船の経済性に関する研究

一潜水タンカーの場合一

田中拓，上田隆康，横尾幸一，田崎亮

研究開始時期昭和37年4月

研究終了時期昭和39年3月

1. 目的

潜水船の高速連航中の推進性能は，水上船に比して

優れていることが一般にしられている。しかし沿水船

の経済性に関しては定量的な研究がないために，具体

的にどのような大きさ，船速，船型および船種の潜水

船が実現する可能性があるかわかつていない。潜水船

に関する研究の方針および将来性を検討する。

2.脹要

円形断面および矩形断面の潜水船5隻について，三

分力（抵抗，揚力，縦揺れモーメント）を計測し，各

船型の推進性能等を検討し，最良船型について試設計

をおこなった。さらに各種の載荷重鼠の潜水タンカー

について，油運送コストおよび資本回収率の計罫をし

経済性の比較をした。

3.成果

矩形断面の潜水船は，浮上吃水が小さいため実用船

型として好都合であるばかりでなく，ある速度範囲で

は浅い深度における推進性能が極めてすぐれているこ

とがわかつた。しかし潜水タンカーは現在のところ原

子カエンジンの価格が高く，経済性は極めて悪い。経

済性最良の潜水タンカーでもUSMC-20％以下の運

賃で原油を輸送することはできないと思われる。本研

究は川崎重工（株）との共同研究で実施されたもので

ある。

附加質量に関する系統的研究

菅井和夫，山内保文，松本尚義

研究開始時期 昭和38年4月

研究終了時期昭和39年3月

1． 目的

航走中の船の横揺附加質量および抵抗を自航模型船

を強制動揺させることにより調査研究する。

2.概要

新しくジャイロ式強制動揺を考案製作しこれにより
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航走中の模型船を強制動揺させ強制力と運動を同時に

測定することにより振巾応答と位相答を求め，横揺附

加質量および抵抗の性質を明らかにした。

3.成果

ジャイロ式強制動揺法が自航模型船により船の動揺

の応答函数を得るのに極めて有効な方法であることを

立証した。前進速度による船の横揺特性の変化を非線

型性も含め明らかにすることが出来た。

巡視船の操縦旋回性能の研究

（高速艇の操縦性能の研究《一軸ー舵の場合》）

辻豊治，森政彦

研究開始時期昭和37年10月

研究終了時期昭和38年10月

1. 目的

既に当部で行った二軸二舵の高辿艇と同じ模盟船を

使用し，一軸一舵にした場合船体副部を変える事によ

り操縦性能に及ぼす影轡を調査研究し，併せて二軸二

舵の場合との比較を試み高速艇の設計資料を得る。

2.概要

模型船に装備した舵は面積を変えたもの 4種類面秘

一定で縦横比を変えたもの4種類とスケグの面積を変

えたもの二種類について，それぞれを組合せてフルー

ド数 0.3,0.55, 0. 7, 0.8-0.9 等の速度における

操縦性能試険を行つた。

3.成果

今回行った様な高辿においても，一軸一舵の方が二

軸二舵に較べ操縦性能がかなり優れていることが分つ

た。また従来余り行われなかつた高い速度（フルード

数1前後）における試険をも実施し高速艇の設計資料

の一つを得た。

操縦性能に及ぽす浅水影響に関する研究

小関信篤，辻農治，安藤定雄，

森政彦，小出達成

研究開始時期昭和37年4月

研究終了時期昭和39年3月

1. 目的

越監で比較的水深の浅い港湾海峡等における操縦性

能が問題にされてきたが，これに関する資料が殆どな

い現況に鑑み自航模型船を用いて旋回試験を行い操縦

性能に及ぼす浅水影響を明らかにする。

2.概要

超大型油槽船 (Cb=O.81)及び当部で系統的な操縦

(309) 
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性能の研究に使用して来た船貨物船型 (C1=0. 70)の

ものの長さ 4.5mの自航模翌船を使用して，吃水の約

16. 5倍より約1.25倍までの間で水深を5種に変え， ト

リム，舵面積，舵角，辿度等の諸元を色々に変えて自

航旋回試験等を行い，水深が操縦性能に及ぼす影密を

調査した。

3.成果

旋回性に及ぼす浅水彩轡が，意外に大きい事が判つ

た。すなわち，旋回角辿度の無次元値0,(L!Rに相当

する）に対する水深の彩密は，貨物船型については，

3. 7 d位より現れ始め， i由槽船型については 6d附近

ですでに現われている。水深が 2.3dより浅くなると

水深影響は急激に増大し， l.3d附近での 0 は深水

時の Q の約 50-60%に及ぶ（旋回直径で約2倍～

1. 7倍）ことが判つた。

四辺おび二対辺単純支持の場合の

解（その 1)

安藤文隆，前中浩，直井保，

清水誠，山名正子

研究関始時期 昭和38年 4JJ 

研究終了時期 昭和39年 3)j

1. 目的

縦横補強板の解析は，虹交具方性板理論によるのが

最も合理的であるが，解法が複雑冗長なので，直ちに

批み，応力を求める図表を作製した。

2. 概要

以前に求めた理論解を品にして，変分布荷玉，線荷

重，集中荷玉の場合について，板り係数および等価ア

スペクト比pをパラメークーにして撓み，応力の係数

を求め図表化した。

3.成果

c;=O, 0. 5, 1の楊合について

1:;; p :;;4の範囲の図表を完成した。

p>4の場合は p=4の値で近似が1]能であり，（別

途 p→00 の値も筋出した）またこがこの値以外のと

きは挿間法により簡単に求められる。

スクラグ溶接継手の疲労強度に関す

る研究（その 1)

飯田国広，晶山尚信

研究開始時期 昭和38年11月

研究終了時期 昭和39年 3月

1. 目的

(310) 

スラグ溶接継手の溶杵金属．熱影詈部．母材部各部

の疲労強度の比絞．ならびに切欠による形状係数がこ

れら各疲労強度に及ぼす影轡の調査，さらに継手の疲

労設計上必須なPohl線図の作製を本研究目的とした。

2.概要

継手長 lm,板厚 100mmのスラグ継手より試験

片を採取し，これらを溶接工作部所属の Schenck曲

げ疲労試険片機 (4kgm)によつて試験した。試験

片系列および荷重条件は次の通り。

(1) 試験片系列：材質3条件（母材， HAZ,デボ），

切欠条件（形状係数 1,3, 6, 9) 

(2) 荷重条件：応力 3条件 (-1, -0. 5, 0) 

3.成果

(1) 条件が同ーな場合．継手各部の材質による疲労

強度の差異はせいぜい 2ないし 5kg,'c面程度であ

る。 (2)Pohl線図は従来応力比がー1から 0の範

囲で直線と見倣されていたが，本研究により直線でな

く，わん曲することが示された。 (3)形状係数aと切欠

係数13との関係は (r=2~3において f}は最大値を示

し． a=9において c:=lに対する§よりやや高い値

となるような 2次曲線となる，などの結論が得られ

た。

切欠付溶接手の低サイクル疲労強度

に関する研究（その 1)

飯田国広，井上催，谷政明

研究聞始時期 昭和38年4JJ 

研究終了時期 昭和39年 3)］

1. 目的

微小な溶接欠陥から発辿した可視的な岐労亀裂，あ

るいは横剖れのような切欠の底における材質，ならび

に残留応力が溶接縦継手の低サイクル疲労強度に及ぽ

す影薯の晶査を本研究の目的とする。

2.概疫

目励溶接による縦継『・、iゞよび母材の広li叫鵡剣『（平

行部長さ 400mm, 翡鼠 300mm,板厚 12mm) の継

手中心に泣切欠を加工，欠切長さは先端が母材，熱影

署部，行噂金属に位設するような条件をとつた。片振

疲労試験を行つて S-N線図を求めた。この際，進展

速度を計測した。

3.）戊呆

(1)切欠先端が母材部にあるよりも，熱彩聾部あるい

は溶着金属部に位趾している場合の）jが疲労強度が詞

ぃ。 (2)溶接残留応力は 10；サイク）レオーダーまでの小



繰返数範囲で顕著な影轡を及ぼす。 (3)亀裂進展速度は

破断寸新］から急激に増加する。 (4)板厚や伸びなどの永

久変形は最初の数回に生じ，以後はほとんど増加しな

い。などの結論が得られた。

熱伝達率測定，温度効率に及ぽす熱

伝導の影響

古 進，三輪光砂

研究開始時期 昭和38年8月

研究終了時期 昭和39年2月

1. 目的

ガスタービン用など，ガス対ガスの熱交換器として

蓄熱式熱交換器は小形，軽鼠の利点を有するが，その

設計資料として

(1) 熱伝逹率の測定における蓄熱体の熱伝導の影孵

を求める。

(2) 熱交換器の温度幼率に及ぼす蓄熱体の熱伝導の

影響を求める。

2.概要

(1) 熱伝導を考）、ほした初期加熱の偏微分方程式を電

子計算機 (NEAC2206)により計算した。 また

平板を重ねたマトリックスを用い，ステップ状温

度変化を与えて実験を行なった。

(2) 蓄熱式熱交換器の温度幼率に及ぼす蓋熱体の熱

伝導の影響を正しく評価するため， 3次元偏微分

方程式を霞子計算機により計冥した。

3.成果

(1) 蓄熱体の熱伝尊を考慮した初期加熱の際の温度

変化を，通常の熱交換器に用いる変数の範囲で正

しく求め，熱伝逹率の測定において熱伝導の影響

を修正するための図表を作成した。

(2) 実験により上述の補正が正しい結果を与えるこ

とを示した。

(3) 熱交換器の温度効率に及ぼす熱伝導の影響を求

めた。結呆は最近 ASMEに発表されたもの（計

冥方法は異なる）と正しく一致した。

カフジ原油，カタール原油の燃焼お

よび腐食麿耗試験

稲見信雄，渡辺和夫，加藤冥，大竹和夫

研究開始時期 昭和38年4月

研究終了時期昭和38年10月

1. 目的

大形油送船用ディーデル機関の燃料として価格およ
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び入手の点で有利な原油を使用し，連航経費の低減を

図ることを目的として原油生焚の研完を行なう。

2.概要

実験機関として JBIA,80 PS x 500 rpmと SS4,

4 PSx750 rpmを用いて，カフジおよびカタール原

油の燃焼性能試験と腐食摩耗試検とを実施した。

3.成果

(1) ディーゼル機関に原油を使用した坦合の始動，

燃焼性能および運転状況はA直油の場合と大差な

く，現装置を改変せずに使用で送る。

(2) 機関の腐食摩耗は燃料中の硫黄分，残清物によ

つて差を示しており，硫黄分，残ぃ｀．物差の少なか

つたA重油よりは多いが，硫貨分，残直物はC重

油より少ないと考えるので，閲食／辛託は少なくな

ると思う。

アルミメッキ鋼線索の船舶用適正に

ついて

小池正衛，内藤正一

研究開始時期昭和39年3几

研究終了時期昭和39年3)」

1. 目的

アルミニウムメッキワイヤロープが船舶用索として

適当かどうかの判定資料とする。

2.概要

船舶用鋼索は，常に塩性雰囲気による没食作用を受

け，初期の性能を長期に維持することが困娃である。

従来は亜鉛メッキ］員の保護効果によつていたが，最近

アルミメッキを使用するものが測発され，耐食効果が

期待されているので，その得失を亜鉛メッキと比較し

て試験を行なった。

3.成果

アルミニウムメッキの防食砧呆を塩水l乳扮試談装此

を用いて試験した結呆，血鉛メッキに比蚊して保護肪

の損耗度が15％程度少く，またメッキ］凶が機械的性能

を阻害するものでないことも機械語試険で判明した。

沸騰伝達の研究（表面あらさの効果）

玉木恕平，長内敏雄，一色尚次

研究開始時期昭和38年4月

研究終了時期 昭和38年10月

1. 目的

ボイラの蒸発管および軽水冷却原子炉では，沸騰現

象を利用して熱除去を行なつている。しかし沸騰現象

(311) 



28 

は相変化を伴なうため，その伝熱機構は複雑で多くの

因子によつて影響をうける。中でも伝熱面のあらさは

これに大きく影響するのでそれに対する研究を行なつ

て沸騰機構の本質を解明する。

2.概要

伝熱面の性状が沸騰熱伝達におよぼす効果をみるた

め，伝熱面として金属箔とガラス板上に導電物質を蒸

着させた導電ガラスとを用い，これを水中において通

電させ，大気圧下のプール沸騰現象を観察した。

3.成果

ガラスのような平滑面からの沸騰は通常の金属伝熱

面からの沸騰とかなり様相が異なり，気泡の発生は気

泡核となる＜ぼみが少ないため遅れがちになり，また

発生してもその気泡の成長離脱に差がみられる。この

ように沸騰熱伝達の機構に表面あらさの状態が大きく

影響することが明らかになつた。伝熱面が平滑になる

と極大熱負荷が低下することも判明した。

荷役作業解析機の武作研究

梅沢春雄，小林韓治，小池正衛，

翁長一彦，内藤正一

研究開始時期 昭和38年4月

研究終了時期 昭和39年3月

1. 目的

船舶の稼動効率を高めるために荷役機構の究明を行

ない，荷役の自動化方式を考察することを目的とし，

雑貨物を中心とするデリックブーム方式による荷役に

おいて，貨物形状，寸法，重鼠等による作業能率，喧

卵捲，分銅な等の比較，ウインチ特性による作業能率，

自勁化の場合の制御鼠，機構等について研究を行なう

ため，デリックブームの作業を解析記録する装屈の聞

発試作せんとしたものである。

2.概要

各種ウインチ，デリックブーム等の性能，機構の調

査を行なう一方，荷役作業を解析するに必要な検出量

について検討を行なった結果，ブーム仰角，同回転角，

ランナー繰出し長さ，同速度，貨物重量，ウインチノ

ッチ信号，ウインチ電圧，電流，電力の各2個づつ計

18点の同時記録を行なうこととし，検出機構，精度，

記録方法等を検討し，仕様書を製作発注した。

3.成果

本年度は試作研究のみで昭和39年度に本装置の適用

研究（貨物軌跡自画化等を含む）を行なう予定である。

荷役作業解析機の設計に当り，現状の荷役方式，装置

(312) 

等について検討を行ない，また各種文献の調査により

今後の研究方針を樹立することが出来た。

アンカーの二次元把駐理論の研究

翁長一彦，本間勉，梅沢春雄

研究開始時期 昭和37年12)J

研究終了時期 昭和39年3)」

1. 目的

JIS型ストックレスアンカーの把駐特性 (37年度終

了）の実験結果より，走錨抵抗は爪面にかかる受動土

圧により，また把駐力は主勁土圧により，それぞれ生

ずることを認めたので，問題を二次元にかぎり，クー

ロンの土圧理論を用いて計算を行なった。

2.概要

アンカーシャンクは底質表面と一致し，且つ水平で

あり底質は均ーで水で飽和し，底質の内部摩擦角が息

角に等しいとの仮定の下で，二次元のアンカーにかか

る受動土圧および主動土圧を導く理論式を得た。次に

爪の開き角が35-55度，息角が30-38度，爪面摩擦角

が24~32度の場合について数値計算を行なつた。計罫

量が多いため，電子計算機（原子力船部所属のもの）

を使用した。

3成果

把駐力 P,底質密度 r,爪長さ h,爪聞き角（），表

面摩擦角（），息角¢とすれば

] 
P = rh2 f(（），¢, 1), (J）） 
2 

で表わされる。ここに，（9)は底質の剪断面が水平面と

なる角度であり，やはり(}, ¢, 6の関数となる。 (J) 

は 8の増加と共に減少し， また¢, （）がそれぞれ増

加すると共に減少する。 Pの値はこれらの複雑な関係

となり，現在，適当な表示方を選ぶため整理中である。

39年度には，当理論研究に対する実険的哀付を行なう

予定である。

大型起振機を用いた振動実験

丹羽 新，石井正員，山川賢次

研究聞始時期 昭和38年4月

研究終了時期 昭和39年3月

1. 目的

昭和28年初めから聞始した振劫土圧実険は，昭和34

年7月以降，実験結果の解析のために中断していた。

その結果，更に多くのデータが必要なことが痛感され

た。そこで，昭和38年度から約2年半の計画で，必要



と考えられる実験データをえるべく実験再開を決意し

た。具体的には，実験施設と測定器類の整備と再調整

を行い，その後無載荷の場合の裏込振動土圧の実験を

全部終了することを目標とした。

2.概要

人工地震発生装置，試験壁体などに関する工事はす

べて6月中旬頃終了した。 16台の振動土圧計に若干の

改造を加え， 10月初旬全土圧計の整備が終つた。その

後，約2ヶ月の予備実験期間をへて， 12月中旬から裏

込上無載荷の状態で本実験を開始した。隣接地区の建

築工事の関係で，実験実施の日取りに強い制限を受け

ているが，裏込上無載荷の場合の実険はすべて終了し

た。

3.成果

人工地震発生装置および試験壁体などの施設，及び

振動時の力と運動の諸測定器を完全に整備し，人工地

震実験を RoutineWorkに立ちかえらせることが本

年度の最大目標であり，この目標は完全に達すること

ができた。今後これらの装置を駆使して，数多くのデ

ータを得ることができる，現在までにすでにえた実験

資料も土と構造物との相互作用を解く重要な鍵となる

であろう。

接岸の自動制御に関する研究

栗村康彦，宮崎栄，関口和男

研究開始時期 昭和38年4月

研究終了時期昭和39年3月

1． 目的

入港後の航路筋の保持から接岸までの水中状況を把

握するため，本装置の研究を始めた。これは接岸の自

動化に必要なばかりでなく，水中の状況を超音波パル

スの送受により直視する方式の装置であるから．浅海，

狭水域の航海に航路保安機としても利用出来る。

2.概要

直視方式の決定と試作及び屋内実険を一応終り，屋

外実験を行い得る段階までの業務が完了した。

3.成果

水中超音波の反射特性及吸音係数より使用周波数と

送受信機の容量•利得による有効観測距離関係をのベ

た。

今後は実地観測を行い，海底土質及騒音等による誤

差，分解能等について研究を進める。
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板状遮蔽体におけるガンマ線輸送方

程式の数値積分解に関する研究

片岡巌，竹内清

研究開始時期 昭和38年6月

研究終了時期 昭和39年3月

1. 目的

板状遮蔽体に対するガンマ線輸送方程式を数値積分

によつて解き，エネルギーおよび角度スペクトルを得

る解析法を新たに開発し，遮蔽設計法の払促的資料を

得る。

2.概要

板状遮蔽体におけるガンマ線エネルギー束を Le-

gendre展開し， これによつて散乱積分項を表現し，

位置に関する積分をメッシュ毎に解析的に行なって繰

返し法によつて解を求める。

3.成果

当所の計算機 NEAC2206に対する計算コードEOS

-1が完成した。これを用いて計算を行なった結果は，

モンテカルロ法による全エネルギー束とよく一致し，

さらに，実験によつて得られたガンマ線束の角度分布

と完全に一致した。これによつて本解析法は，他の遮

蔽設計法の開発に利用できることが判つた。特に別項

「応答マトリックス法」と相互検討する目的にも十分

有用であつた。

自動車交通の流体力学的取扱い

渡辺健次，宮城紘子，重光 貯，田中健一

研究開始時期昭和36年5月

研究終了時期 昭和38年10月

1. 目的

混雑せる道路において，安全を確保しつつ，交通容

量を増大せしめる交通規制方式を発見するため，自動

車の流れを支配する法則性の研究を目的とする。

3.概要

自動車の流れを流体とみなしたモデルを考え，その

従う方程式を立て，定常および非定常の場合について

解いた。定常な場合について全国主要大都市の道路上

で観測を行ない（連研資料56)非定常の場合について

は信号地点における発進停止の場合を都内道路におい

て観測した。

3.成果

(1) 定常流の観測より得られる可能交通容量と，発

進に固有な交通容量とは異なつていることが判つ

た。

(313) 
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(2) 発進点に固有な交通容量は約 2,000台／時その

状態における速度は約 7_, 8 m/secであること

が判つた。

(3) 発進および停止における観測は仮定したモデル

による計符の結果とほぽ一致し，流体力学的な取

扱いが可能であることを示した。

(4) 連続せる信号の位相周期に，交通容量を増大せ

しめるような，ある定性的な関係があることが判

った。これは第一京浜国道における ECsystem 

による結果からも哀づけられた。

電波逹蔽室の特性

長岡政四，山内宏之

研究開始時期 昭和37年4月

研究終了時期 昭和38年12月

1. 目的

電子航法部に航行無線機器の試験を行なう施設の一

つとして電波遮蔽室を設置したが，遮蔽室の全般にわ

たる特性を試険し，特に電気的特性については機器の

評価試験を行なう際の誌礎となる資料を得ること。

2.概要

遮蔽効果は電源炉波器の特性，遮蔽室自体の特性を

測定して求める方法を採つた。また本遮蔽室は二重遮

蔽形のため遮蔽効果が良好なので，測定にあたつては

高感度の電界強度測定器と強力な放送電設および小塑

送信機を使用して行なった。入口扉の開閉部分と電源

炉波器の部分は特に重要であるため，その特性を究明

し，完全に整備して実険した。

3.成果

炉波器などを含めた総合特性において lOOKC-50

MCで 90db以上， 60MC,.._, 200 MCで 80db以上

の遮蔽効果のあることがわかり，中波帯から超短波帯

にわたる電子機器の試険調整用として充分な性能を有

しているとの結論を得た。

なお，遮蔽室内部に伝送線を張つて椋準電界を発生

できるように整備した。

保険標章の材質試験

海老原慎一郎，松尾長五郎，吉田耕一

試験開始時期昭和38年7月

試験終了時期 昭和38年8月

1. 目的

自動車の保険椋睾として使用されている粘着テープ

は一部において剥離し易い欠点が見受けられたので，
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自動車局よりの依頼により改良品と現用品との比較試

験を実施し，椋章としての使用の適否を検討した。

2.概要

剥離試験は 45° の定荷重剥離試験と 180° の定速度

剥離試険について実施し，試験温度をー30°c より

+30°Cの間で変えて現用晶と改良晶との接若の強さ

を測定比較した。

3.成果

現在使用されている保険栖章は 45° 定荷重剥離試験

及び 180° 定速度剥離試験のいずれにおいても温度依

存性が大きく，低氾における粘着性はよくない。改良

型はこれに比較して枯許強度も高く良好なものと認め

られたので，今後，保険梗章に使用する材質としては

改良型にするよう自勁車局に勧告した。

読売遊園地モノレール線構造及び軌

道試験

佐藤弘， 松尼長五郎， 宇田川元助

佐蔽隆，川島宏，尼野元一，鬼頭孝弘

試験実施時期昭和38年11月

1. 目的

木試険は鉄氾應左腎局民営鉄適部長の翌望による行政

上必要な試険で，株式会社関東レース門楽部が読売遊

園地内の可生川よりゴルフ j•りに室る 1.972km余間に

建設された日立アルウェーグモノレー）レ（コ座式）の

線路構造物について，その安仝度を確応するため車両

速度最高 40km/hまでにおけるケク，支柱，線路軌

道及び橋緊について］釦度試険を行なった。

2.概要

木試険は読売遊闊地モノレール線について日立ア）レ

ウェーグモノレール車を走行せしめて，主として，支

柱，ケタの応力，振勁，変位及び第一栢緊の振勁等を

測定に構造物の安仝度を確隠した。また，上記の応力

変位より縦荷屯，横荷璽，伽l勁府雪の符定も行なった。

なお，軌適の静的状態（通り，高低，水準，軌道輻，

継目限い迩い，ケタ断而胴角度，折れ灼，遁間等）及

び動的状態軌道に対する車両動揺も測定した。

3.成果

本試験の結果，支柱，ケク，第一梢累胃の構造物は

応力，振勁，変位とも何れも安仝限昇内にあるものと

思われ，初期の目的である線路構造物の安仝度が確認

された。また，軌意状態も静的励的共に良好であつ

た。



索道施設に関する試験

佐藤弘，松尾長五郎，佐藤隆

試験実施時期昭和38年12月7日

1. 目的

本試験は，昭和38年12月7日附で，大阪陸運局長の

依頻により，特殊索道用握索装置について試験を行な

ったものである。

2.概要

試験は，対すべり強度試験と載荷強度試験， 2種類

について行なったもの。

対すべり，強度試験は，ニギリ装置すべり強度試験

機を用いて試験した。載荷強度試験は，アムスラー型

50ton万能試験機を用いて試験した。以上の 2項目と

も， リフト用ニギリ装置試験基準に示されている試験

方法による。

3成果

(1) 試険の結果，供試握索装置は傾斜角が30° まで

の使用において，対すべり強度は許容限度以上の

強度を有していることが認められた。

(2) 載荷強度試験の結果は，供試握索装置はロープ

傾斜角度が30° までのリフトの場合においては，

それぞれ許容限度以上の強度を有する。以上の2

項目に間しては，使用に不安がないとの結論が得

られた。

特急車の脱線係数測定試験

井原一郎，御手洗君男，入江泰彦

試験実施時期 昭和38年12月

1． 目的

小田急電鉄株式会社の昭和38年11月，ダイヤ改正申

請に伴う認可条件として，東京陸運局長の指示に基づ

き，特急車の全線走行時における脱線係数の測定を行

ない，その安全性を確認する。

2.概要

小田急電鉄デハ3031-3038号， 8両編成特急車 (38

年12月21日，重要部検査出場）で，新宿ー小田原間を

(82, 764km)申請のスビードアップダイヤで往復し，

新宿側先頭電動車の2軸， 4輪の垂直圧，横圧を測定

する。同時に同上の台車，車体間の偏位角，床而上の

振動加速度も測定する。

3.成果

特急ダイヤによる，新宿ー小田原間往復における横

圧，垂直圧，及びこれから求めた脱線係数は，全部限

度内で充分安全である o即ち脱線係数の最大値は，下
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り0.710,上りで 0.752, この場合の横圧はそれぞれ

3. 37 ton, 3. 72 tonである。横圧の最大値は下り3.69

ton,上り 4.30 tonで，それぞれ脱線係数は0.638, 

0.685である。軌道破壊の点から，最大横圧,)4. 3 ton 

については，この場合の垂直圧が 6.27 tonであるの

で，従来の結果から許容横圧は 4.9 tonになり充分安

全である。又台車，車体間の偏位角と横圧の関係も成

果が得られた。

以上の成果によつて東京陸運局は申請されたダイヤ

の認可を与えた。

サイドスリップテスタの試験研究

石川健三郎，米山直男，山元克毅

研究開始時期昭和38年 7月

研究終了時期昭和39年1月

1. 目的

自動車の車輪フライメント測定用のサイドスリップ

テスタを小型軽量にするため，踏板長さの限界を求め

る。

2.概要

ピ；乗り込み，乗り出し時の端末効果をみるために車輪

進行位置と，サイドスリップ量との関係を求め，これ

に及ぽすタイヤ横剛性の影轡，スリップ角などの影響

を考察し， lm型と50cm型との比較実験によつてこ

れを裏づけるとともに，跨板作動力の大きさがサイド

スリップ量指示値に及ぼす程度を明らかにした。

3.成果

端末効果を考慮した踏板長さとサイドスリップとの

関係は

Y=[ l C~+c-l)+L] tan O 

であらわされる。但し， Y:サイドスリップ [mm],

l :タイヤの接地長 [mm¥L:賠板長 [mm], 0:ス

リップ角 [rad],f：前端効果， C:後端効果

さと cは 0にはほとんど関係せず， タイヤの横剛性

が高いとミは減小し， ［は増大する。：は乗用車で約

1. 8, トラックで 1.2, Cは 0.6および 0.9であり，

踏板長さを小さくすればサイドスリップ指示値は大き

くなる。 lm型を悲準とすれば， 1mmの測定差に保

っためには 50cmがほぼ限界である。

東山公園懸垂モノレール車両試験

井原一郎，御手洗君男，入江泰彦

試験聞始時期 昭和39年 1月17日

試験終了時期 昭和39年1月23日

(315) 
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1. 目的

名古屋市東山公園に完成した我が国最初のサフェー

ジ式懸垂モノレール車両について，その安全性と不可

能を確認すると共に，運輸行政上ならびに設計，運転

保守上の基礎資料とする。

2.概要

調査事項

1)車体振動及び乗心地 2)台車及び車体応力 3)車

体振れ角 4)非常ブレーキ 5)走行抵抗 6)車内及び

車外騒音 7)起動加速

3.成果

車体振動は上下振動がやや大きく，乗心地悪くして

いる。曲線通過時の遠心加速度によるものは，懸垂式

の特長が現われて曲線の影響は，ほとんど認められな

ぃ。又上下，左右振動は桁継目の影響がやや大きく出

ている。車体振れ角は直線部，曲線部共に同じような

値である。応力は台車，車体共に充分な強度である。

起動加速，ブレーキカ共に充分な値である。走行抵抗

は従来車と大体一致した値であるが，走行中の変動が

やや大きい。騒音は従来車よりやや良好である。

東山公園モノレール線構造物及び軌

道試験

松尾長五郎，宇田川元助，佐藤隆

川嶋 宏，星襄野元一，鬼頭孝弘

試験開始時期 昭和39年 1月17日

試険終了時期昭和39年 1月23日

1. 目的

本試験は鉄道監督局民営鉄道部長の要望による行政

上必要な試験で，名古屋交通局協力会が東山公園地内

の動物園より植物園に至る 30.49km間に建設された

サフェージ式懸垂式モノーレルの線路構造物について

その安全度を確認するため，車両速度44km/hまでに

おける30m直線ケタ20m, 曲線ケタ逆6型支柱，門型

支柱及び線路軌道について強度試険を行なつた。

2.概要

本試験は東山公園モノレール線について，サフェー

ジ式1A型車を走行せしめて，主として，ケタ，支柱

の応力，振勁，変位を測定し，構造物の安全度を確認

した。また，軌道の動的状態（軌道に対する車両勁揺）

も測定した。なお，支柱某磁の傾斜角も測定した。

3.成果

本試験の結果，逆L型支柱，門型支柱，曲線ケタ，

直線ケタ等の構造物は応力，振動，変位とも，何れも
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安全限界内にあるものと思われ，初期の目的である線

路構造物の安全度が確認された。また，軌道状態，支

柱基礎の傾斜も概して良好であった。

東山公園モノレール電気施設および

信号に関する試験

戸村雅，甚内昭広

試険開始時期昭和39年 1月17日

試験終了時期 昭和39年 1月23日

1. 目的

名古屋市交通局協力会が東山公園内の動物園より植

物園に至る 470mの線路を新設した。サァフェージ式

懸垂型モノレールについて，変電所，電車線路施設，

ならびに非常用自動列車停止装置の保安度，確認のた

めの試険を行こない，今後の運輸行政上，および設計

運転，保守等の資料を得る。

2.概要

下記の項目について試験を行こなった。

(1変電所） 絶緑抵抗，絶縁耐力，高速度遮断器等

機器の動作

(2．電車線路） 絶縁抵抗，絶縁耐力，堀洩電流，負

電車線の対地電位，電車線の電圧降下，パンタグラフ

の離線及び偏位，レールボンド抵抗

(3．非常用自動列車停止装置） 地上子と車上子の共

振感度地1．．子及び車上子故障試験，絶対停止用地上

子動作試験，茫入動作試験，電源電圧変動による動作

試険

3.概要

変電所，電車線路の絶緑状想および機器の動作状態

は良好であつた。電車線1km当りの漏洩電流は 0.70 

μA,負電車線の対地電位は電車が力行した場合最大

8. 7V,電車線電庄は最大 650V,電車力行の場合最低

509Vであつた。パンタグラフを営業運転の状態で集

電し，列車速度を平均 39.3 km1h時まで上げて，離

線試験を行こなったが離線はなかった。パンタグラフ

の最大偏位は営業連転状態で正パンタグラフ 142mm  

負パンタグラフ］46mmの範囲内であった。地上子と

車上の共振感度は左右方向に対し52mm__,60mmの余

裕があり，進入勁作については，いずれの場合も制動

距離を残して雷車は停止した。絶対停止用地上子の動

作試験においても，霞車は軌道鵡から常分余裕を残し

て停止した。装四の故障については非常ブレーキがか

かり安全である。以上の通り，変霞所，電車線路施設及

び非常用自動列車停止装骰の保安度は良好であった。



貨車部品の試験

副島海夫，井原一郎，御手洗君男

佐藤隆，入江泰彦

試験閲始時期 昭和39年2月

試験終了時期 昭和39年3月

1. 目的

昭和38年11月9日の東海道本線鶴見列車事故原囚を

技術的に謁査するため， 最初に事故を発生した貨第

2365列車のワラ 501号車の輪軸について，その偏心，

踏面形状，及び軸まわりのバランス等と共に，担ばね

のばね常数をそれぞれ，祈品と比較測定して異状の打

無を調査する。

2.概要

輪軸の寸法測定，踏面形状， 1使度は交通技術部で担

当し，輪軸の動的バランスは機関開発部で相当した。

又担ばねは交通技術部のlOton試験機でばね常数の測

定を行なつた。

3.成果

軸と車輪の直角度は，むしろ新品の方が悪い。車輪

の直径は 201100mm程度のくるい鼠である。車輪吊

り用孔の偏心量は最大2mm程度である。動的不平衡

量は，最大 55.5 kg/cmで， 不平衡力は，列車速度

65 km/hに換算すると 105kg程度である。静的に

は，最大で各々 28kg/cm, 50. 6 kg程で共に，事故

車の車輪の方がやや悪くなっている。

担ばねのばね常数の差は僅少で，ヒステリシスは事

故車の方が大きい。

支柱構造物に関する試験

星野元一

研究開始時期 昭和32年12月

研究終了時期昭和39年3月

1. 目的

各種支柱構造物の強度の安全度を確認することと，

支柱型式による応力，振動，変位の影響を調査し，、今

後の各種支柱構造物設計の資料とするものである。

2.概要

各種モノレール支柱，即ち，コンクリート製 I型支

柱，鋼板製J型支柱，逆L型支柱，門型支柱及びパイ

プ製T型リフト支柱，山型鋼使用のロープウェイ支柱

等について応力，振動変位等を測定した。また，これ

らの支柱の計算値，許容応力と比較した。なお，支柱

に加わる荷重の内，特に，衝撃荷重，横荷重，遠心力

荷重等の影響も調査した。
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3.成果

各種支柱による荷重通過時の安全度が確認された。

試験結果，鋼製支柱はコンクリート製支柱に比して

変位が大きく， J型，逆L型支柱は 1型，門型支柱に

比して変位が大きかつた。また，支柱の上部特に，ヶ

タ支承部付近の応力は従来考えたものに比し大きい値

を示した。

衝撃荷重，横荷重，支柱天端の振動等は，従来の鉄

道橋々脚と異なるため，設計時に考廊に入れる必要が

ある。

低温用断熱材クリープ試験

吹上紀夫，井上充

研究開始時期昭和37年4月

研究終了時期昭和38年10月

1. 目的

低温式 L.P.G.タンカーにおいては，適用温度範囲

が著しく拡大されたが，断熱効果の関係で断熱機自体

で低温槽を支えることが望ましい。

この場合，低温用断熱機は特にクリープ荷重に弱く

，又そのデーターが皆無という状態であるためその性

質を明らかにする。

2.概要

低温用断熱機中耐圧抗力が大きく，断熱効果のある

材料として，一般に最もよく用いられる次の三種につ

き実験を行なった。

(1) 硬質塩化ビニールフォーム

(2) 硬質ウレタンフォーム

(3) バルサ材

これらはすべてt且温槽の中で長時間荷重を加え，そ

のクリープ現象を識べた。

3.成果

低温用断熱材のクリープ試験としては，ほぽ完了し

た。一般に低温式 L.P.G.タンカーにおいてタンク底

部の断熱機に加わる圧縮荷重の最大値は 1.Okg/cm2 

程度と考えられるが，硬質塩ビフォームは温度の上昇

にともない急激に軟化するため，充分な耐圧強度を期

待出来なかつた。硬質ゥレタンフォームおよびバルサ

はその容度を適当に選べば充分実用できることが明ら

かとなった。

将来，断熱効果をあげるため，断熱機に耐圧強度を

要求するタンク構造が考えられるので，それに必要な

資料を得たものと考える。

(317) 
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